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労働者派遣制度に関する規制改革会議の意見 
 
 
１ 意見の背景 
○ 労働者派遣制度について、当会議は本年６月の答申においてとりまとめを行い、そ

の後、同趣旨の閣議決定がなされた。これも踏まえて、厚生労働省「今後の労働者派

遣制度の在り方に関する研究会」において、「労働者派遣制度の見直しに関する報告

書」（以下「報告書」）がとりまとめられた1。 
 
 ○ 現在、労働政策審議会（職業安定分科会労働力需給制度部会）において審議が開始

されており、年内に結論を得た上で、平成 26 年通常国会以降に必要な法制上の措置

を行う予定である2。 

 

２ 基本的な考え方 

〇 当会議は、労使が納得した上で多様な働き方が選択できる社会を構築すべきと考え

ており、こうした立場から「意見」の表明を行うものである。以下の点について、労

働政策審議会で議論されることを強く望みたい。 

 

○ 報告書の基本的な方向性、すなわち、(1)いわゆる 26 業務の廃止、(2)有期雇用派

遣労働者に対する個人レベルの期間制限は、規制改革会議の主張に沿ったものであり、

堅持されるべきである。 

派遣労働を「臨時的・一時的な業務」、「専門業務」、「特別の雇用管理を要する業務」

に限定するという現在の規制体系・手法を抜本的に見直し、簡素でわかりやすい制度

とすべきである。 

その際、派遣労働者、派遣元及び派遣先事業者の実情を踏まえ、かつ見直しの影響

を十分勘案して、働く機会の縮小を招くことがないようにすべきである。 

 
 ○ 報告書では、依然として、正社員の仕事を奪うべきではないとする「常用代替防止」

が規制の根拠として維持されている。非正規雇用労働者が全体の４割近くなった現在、

労働者派遣法だけが「常用代替防止」を通じて従来の日本的な雇用慣行の維持を法の

                                                   
1  ① いわゆる 26 業務の廃止 
② 派遣元に有期雇用されている派遣労働者のみ期間制限を行い、下記の制限を設ける。無

期雇用の場合は、「常用代替防止」の対象から除外（期間制限なし）。 
ア 個人レベルで派遣受入期間に上限を設定（例えば３年） 
イ 派遣労働者の交代等によって継続的な受入れ期間が上限を超す場合は、「常用代替」

に該当するかどうか労使の会議等でチェック（例えば３年） 
ウ 派遣期間の上限に達した者には、派遣元が、①派遣先への直接雇用の申入れ、②新た

な派遣就業先の提供、③派遣元での無期雇用化、等の雇用安定措置を実施 
2 当会議で関係団体からヒアリングを行ったところ、各団体間で意見や現状認識の相違がみら

れるうえに、審議の方向によっては雇用機会の縮小につながりかねないといった懸念もある。 
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基本原則とすることに固執するのは妥当ではない3。 

諸外国では、不安定雇用の拡大防止の観点からの規制はあるものの、我が国のよう

に正社員の保護を目的とする規制は稀である。派遣労働の規制根拠を EUのように

「派遣労働の濫用防止」（実態にそぐわない派遣の利用や低処遇・不安定雇用の防止）

に転換すべきである。 

さらに、「派遣労働の濫用防止」は、派遣先の正規雇用労働者との均衡処遇の推進

によって実効性を確保すべきである。その際、派遣労働者に不合理な格差が生じない

よう、我が国の実情に即し、処遇全般に目配りした幅広い「均衡」を図るべきである。 

 
３ 期間制限の在り方について 

(1)上限設定のあり方 
現状では有期雇用派遣が多いことから、これまで期間制限がなかった 26 業務にお

いては新たな期間制限が設けられることになる。結果的に働く場の選択肢が失われる

ことがないように、上限設定に当たってはその影響とともに有期労働契約の無期契約

への転換制度（労働契約法 18 条）との整合性に十分配慮するべきである。 
 

(2)派遣先レベルでの規制 
  継続的な受入期間が上限を超す場合に必要とされる労使のチェックは、不透明な手

続き等により派遣を望む労働者の就業の機会を奪ったり、事業者の効率的経営を阻害

する過重なものにならないようにすべきである。 

  
(3)雇用安定措置 
  有期雇用の場合に派遣元に求められる雇用安定措置は、その内容によっては、受入

期間の上限に至る前に雇止めが増加するなどの懸念がある。派遣労働者の契約期間へ

の影響等を注視しながら、実効性のあるものとすべきである。 
 

４ 平成 24 年改正法の規定について 
平成 24 年 10 月施行の改正労働者派遣法に新たに盛り込まれた規定について、契約締

結・職業選択・採用の自由といった根本原則や、他の労働規制とのバランスがとれたも

のになるように見直しを行うべきである。 
 

(1)日雇派遣の原則禁止 
日雇派遣（契約期間 30 日以内）の原則禁止は、その濫用が不安定雇用とワーキン

グプアの増加を招くのではないかとの問題意識から設けられたものである。しかし、

限られた期間・時間だけ働きたいと考える労働者がおり、短期間に労働者への需要が

集中する業務もある。こうした状況の下で、日雇派遣を規制することは、むしろ就労

マッチングや派遣元による雇用管理の有効性を損ない、他の形態（直接雇用等）の日

                                                   
3 雇用対策法、職業能力開発促進法は、一つの会社に定年まで正社員として勤める長期雇用慣

行を前提とする考え方から、職場や雇用形態の変更があっても「職業生活の全期間」を通じ

て職業生活の安定や職業能力の開発・向上を目指す考え方に基本原則の転換を図っている。 
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雇を増加させているにすぎないとの指摘がある。 
直接雇用の日雇契約等との整合性を考慮し、濫用的利用の防止を図りつつ、例外規

定も含めた抜本的な見直しが必要である。 
 

(2)労働契約の申込みみなし制度について 
   労働契約申込みみなし制度（一定の違法状態が発生した場合に、派遣先が派遣労働

者に対して直接雇用の申込みをしたものとみなす制度。平成 27 年 10 月施行予定。）

については、いわゆる請負と派遣の区分があまりに厳格なため、意図せずして違法に

陥りやすいという問題がある中で施行された場合、過剰な「みなし」が行われるので

はないかといった不安が指摘されている。 
また、他の制度、例えば、有期労働契約の無期契約への転換制度（労働契約法 18

条）との整合性、報告書に記載された雇用安定措置との関係、契約締結の自由との関

係も考慮すべきであり、廃止を含めた見直しが必要である。 
 

(3)グループ企業派遣の８割規制 
グループ企業派遣は、派遣労働者、派遣先、派遣元間での情報の共有が容易である

ため、就労マッチングを高め、グループ内で有機的に労働者のキャリアを積み重ねる

ことができるというメリットがある。また、期間の定めがない労働者の雇用を行う特

定労働者派遣事業の観点からは、安定した派遣先の確保が不可欠であることも考慮す

べきである。 

派遣労働の濫用防止を図りつつ、８割という基準の妥当性を含め、規制の抜本的な

見直しが必要である。 
 

(4) マージン率等の情報提供 
マージン率の明示義務については、マージン率の中に社会保険料や派遣労働者のキ

ャリアアップのための派遣元負担費用なども含まれることから、比率の高さが必ずし

も派遣労働者の低待遇を示すとは言えない。また、日本の他の産業で同様の公開を求

めている事例もなく不公平であるという指摘がある。 

これらを踏まえ、マージン率の明示義務については、派遣先労働者と派遣労働者の

均衡処遇を推進しつつ、廃止すべきである。 
 

(5) 1 年以内に離職した労働者への規制 
  直接雇用されていた労働者を派遣労働者で置き換えることで労働条件の切り下げが

行われないように、離職後１年以内の者と労働契約を結び、元の勤務先に派遣するこ

とが禁止された。しかし、このことは就業機会の喪失につながるケースもあるため、

適切な例外を認めるべきである。 


